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論　　説

新規事業における商標実務の留意点

　抄　録　社会環境の変化に伴い，企業は従来から手掛ける事業だけでなく，新規事業を模索する機
会が増えており，新たなビジネスに対してブランド醸成や保護の必要性が高まっている。しかしなが
ら，このような企業活動をサポートするにあたり，商標面から留意しておくべきことが必ずしも整理
されているとは言えない。そこで，本稿では，新規事業に参入する企業の商標担当者の目線に立ち，
仮想事例を用いて商標実務の観点から留意すべき点を解説し，商標業務におけるリスクの効率的かつ
効果的な低減策を検討することとした。

商 標 委 員 会
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1 ．	はじめに

M&A等による事業の多角化や，第４次産業
革命（IoT，ビッグデータ及びAI等）がもたら
す環境の劇的な変化に伴い，企業では既存事業
の枠を超え，新たなビジネスに進出する機会が
増えている。
そして，このような新たなビジネスにおける

ブランド醸成や保護の必要性も高まっており，
商標の観点における対応も不可欠となっている。
しかしながら，新たなビジネスへの進出に際
して商標の観点から留意しておくべきことが必

ずしも整理されている状況とは言えない。また，
社内での企画・検討がスピード重視で進められ
たり，関連する情報の機密性を高く設定された
りすることもあり，新規事業の立上げが社内の
一部にのみ共有され，商標担当者が把握できて
いない場合も起こり得る。
しかしながら，このような事態は社外には公

開されないため，商標担当者は新規事業の立上
げに伴う商標関連業務が適切だったか等を検討
するための知見を得ることが難しい。今回の検
討を通じ，各委員が同じような悩みを有してい
ることが分かったので，当委員会内で各自の経
験を共有し，議論することとした。
本稿では，商標実務上，起こり得る仮想事案
を設定し，時系列でシーン毎にとりあげ，想定
されるトラブルを抽出した。そして，商標実務
者の観点から留意すべき点を検討することで，
トラブルを円滑に回避する方法を模索した。

＊  2017年度　The First Subcommittee, Trademark 
Committee
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2 ．	仮想事例

2．1　事案の発生

事業に関連した社外発表を行う際に，商標担
当者が把握していない未調査の新商品等の商標
が社外に出てしまうことは，第三者の商標権を
侵害するリスクとなるほか，自社が商標を出願
する前に他社がその商標を見て先に出願を行
い，自社が必要な商標を権利化できない可能性
を生じるため避けなければならない。しかし，

字派（じぱ）は，ショーヒョー食品会社
に勤務する商標担当者である。同社が製
造・販売する食品のネーミングを新商品発
売前に調査・商標登録出願（以下，「出願」）
し，その後登録された商標の権利維持を図
るという，主に商標権利化業務に従事して
いる。
ある日，字派は，ショーヒョー食品が新
事業を立上げ，新サービスの提供を開始す
るという報道を目にした。内容は以下のと
おり。

ショーヒョー食品会社は，今までの
研究データをビッグデータ化し，健康
管理のコンサルティング事業を開始す
ると発表した。新たに開発した健康管
理アプリ『健康ファースト（仮称）』
を企業向けに提供し，このアプリと連
動する腕時計式ウェアラブル端末から
得られるデータを利用し，毎日の食事
や運動量をアドバイスする。

字派にとっては寝耳に水！　彼はまず事
実を確認するため，上司に新規事業部門が
新設されたのかどうかを確認することにし
た。

新規事業に係わる情報は，情報漏洩によるビジ
ネスチャンスを失うことの懸念や商標に対する
意識が低いことから社内のごく一部に留まり，
商標担当者に共有されていない場合もある。し
たがって，日頃から関連部署や経営層とのネッ
トワーク作りは極めて重要であり，メディアか
ら発信される自社の情報にも関心を持っておく
必要がある（図１参照）。
このような商標担当者が把握していないケー

スが実際に起きてしまった場合，まず行うべき
は事実確認である。事実確認を誤るとその後の
アクションに無駄な時間やコストを費やすこと
になるためである。事実確認の方法としては，
まずは知的財産部門内で幹部や特許担当者等に
関連する相談がなかったかを調べるのが適切で
あろう。
他の関係部署とのコミュニケーション前に概

要だけでも把握できれば，次のアクションがと
りやすい。管理職にのみ共有され，その後，見
過ごされている場合もある。事実確認がなされ
た後は，商標業務に必要な情報を関連部署にヒ
アリングする必要がある。
上記と併せ，再発防止のため社内ルールの見

直しを行うべきである。新商品や新サービスの
発表については，経営会議や役員会議等といっ
た各種会議体での決定，或いは広報部門や，経
営企画部門等が関与しているはずであり，そこ
に商標面の確認をゲートとして必ず入れておく
など，社内ルール整備が求められる。

図１　日頃からのネットワーク作り
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2．2　ビジネススキーム

新規事業を企画開発する部門が新設され
ていたことを知った字派は，この部門に先
日の報道内容を確認することにした。
字派：「まずは，この部門に挨拶をしに行
こう。そして，新規事業や新サービスの具
体的な内容，新サービスの提供開始時期，
ビジネス規模等を確認しておこう」

商標担当者は，事業の内容を把握し，商標面
のリスクの評価と対策，商標取得のための戦略
（どの商標を，どの区分で，いつ取得するか等）
を決め，手続きを実行する必要がある。そのた
めに少なくとも全体像を把握しておくべきであ
る（図２参照）。

（1）事業分野の確認
新規事業に関する情報を得た場合，まず商標
を使用する事業分野を正確に把握する必要があ
る。これによって商標調査の範囲にあたりをつ
けることができるからである。特に新規事業の
場合，商標担当者に馴染みのない商品や役務で
ある可能性が高い。そのため，そもそもどのよ
うな事業内容であるか，またどのようなビジネ
スモデルとなるのか，当該事業部門へのヒアリ
ングを入念に行っておくことが大切である。

（2）事業主体の確認
ビジネススキームをヒアリングする中で，事
業主体がどこであるかも明確にしておく必要が
ある。既存事業の場合はおよその理解もあるた
め，事業主体の確認は省略されるケースが多い。
しかしながら，新規事業の場合は，事業主体が
どこであるかによって，権利の帰属をはじめ，
その後の商標業務（契約や管理）の進め方に大
きな影響を及ぼす可能性がある。

例えば，新会社を設立する場合，本社名義で
商標権を取得し新子会社にライセンスするの
か，子会社名義で商標権を取得するかの検討が
必要である。また，社内においてもビジネスを
主管する部署がどこなのか，費用負担部門はど
こなのか，組織や体制はどうなっているのか等
の確認が必要となる。早い段階から意識して事
業主体の確認を行っておくことで，イレギュラ
ーなビジネススキームから生じる商標業務への
影響を最小限に抑えることができる。

（3）スケジュール管理
新規事業の場合は，事業内容や計画の変更等，
事業が流動的に進む可能性が高いことに加え，
担当部門が商標関連の業務に慣れておらず，権
利取得に要する期間等について正しい知識を有
していないことも多くある。
新規事業の立上げを商標の立場からより適切
にサポートするためには，商標部門と事業部門
との間で，商品の製造・販売やサービスの開始
時期だけでなく，プレスリリース等の対外的な
情報発表の時期も確認しておく必要がある。
その上で，スケジュールから逆算した適時の
調査・出願時期を主体的に検討し，実行するこ
とが求められる。

（4）事業規模
商標を取得するためには相応の費用と時間が
かかるため，商標を採択する新規事業の展開に
ついて，少なくとも２～３年程度先まで想定さ
れた計画を事業部門から提供してもらい，予め
事業規模を確認しておく必要がある。海外展開
の計画がある場合には，対象国と発売時期を併
せて確認し，先述のスケジュール管理にも組み
入れておくことが望まれる。
加えて，事業規模の拡大も可能な限り想定し
ておくべきであろう。既存事業の範疇であれば，
新商品・新サービスを発売するとしても，過去
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の経験や知見から事業規模の拡大を比較的予測
しやすい。一方で，新規事業の場合は事業を取
り巻く市場の動向が予測し難いうえ，経営レベ
ルの判断により当初の予想を超えて事業規模が
広がることも考え得るためである。

（5）予　算
新規事業を知的財産の観点から保護するため

には，調査や出願・登録といった作業・手続が
必要であり，当然ながら費用が発生する。
これらの費用を事業部門が負担する企業の場

合は特に，予めその予算を確保しておいてもら
う必要がある。これを怠ると費用負担の社内調
整に時間がかかり，適切なタイミングで調査や
出願ができない可能性がある。
費用をどこまで見込むかは前述したビジネス

の分野と規模にもよるが，事業部門から問われ
た場合にすぐに回答できるよう，過去の案件の
実績や，特許事務所からの料金表を整理し，一
般的な調査費用や出願・登録費用の概算を伝え
られる準備をしておくのがよいだろう。

2．3　商標のピックアップ

既存事業と比較して新規事業では，需要者へ
の訴求力を高めるために，商品名やサービス名
だけでなく，いろいろなものに名称をつけるこ
とが多いため，関係すると思われる商品やサー
ビスとそれらの名称については細かくヒアリン
グしておくことが好ましい。
自他商品等との識別機能がない商標（例えば，

その新商品や新サービスの内容を普通に用いら
れる方法で表示しただけの名称）は，他社も商
標登録することができない。しかしながら，新
規事業では，どのような表示が「普通名称や記
述的商標」として拒絶されるかの見当がつかな
い場合があるため，商標と思われるものについ
ては一通り調査の対象として抽出し，この結果
を踏まえて出願の是非を判断することが好まし
い（図３参照）。
なお，新規事業の担当者とのコミュニケーシ

ョンでは，商標面のリスクを説明することが大
事である。知的財産権の侵害によるリスクは，

名称についてはどのようにお考えでしょう
か。アプリ名は既に仮称が付いていたよう
ですが……」
新規事業担当者：「今回は，新サービスの
名称をそのままアプリの名称としても使用
する予定です」
アプリ開発担当者：「アプリはトレドマ社
との共同開発ですが，仮称の『健康ファー
スト』という名称は当社が単独で考えたも
のです。この仮称でほぼ決定ですが，これ
からサービスのロゴ，アプリアイコン等も
制作します」
新規事業担当者：「広告宣伝に使うキャッ
チコピーや，アプリに登場するキャラクタ
ーなんかももう決まっているのですが
……」
字派：「具体的にどのようなものか教えて
もらえますか？」

字派は，新サービスやアプリケーション
（以下，アプリという。）の名称について，
新規事業の担当者と打ち合わせをすること
になった。
字派：「提供予定の新サービスやアプリの

図２　新規事業で確認すべき点

事業分野 事業主体

事業規模 スケジュール

予算

ビジネススキーム
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一般に商品・サービスの差し止めや，損害賠償
が挙げられるが，新規事業の担当者がそれらの
イメージを持っているとは限らない。そのため，
例えば，Webページの修正，商品包装や広告物
の差し替え，自社のブランドイメージ毀損等と
いった具体的な影響を伝えたほうがいいだろう。

（1）アプリケーション名
スマートフォンやタブレット端末等で利用さ
れるアプリの名称も，App Storeなどアプリ配
信プラットフォームで自他商品識別機能があれ
ば，商標登録が可能である。したがって，アプ
リの名称も商標調査・出願の対象とする必要が
ある。
スマートフォンによってはホーム画面上に表示

されるアプリ名の文字数が制限されている。正
式名称ではなく，略称を表示する場合には，正
式名称のみならず，略称も調査するべきだろう。
なお，法的な観点ではないものの，アプリ配
信プラットフォームによっては，商標登録の有
無に関わらず他の有名なアプリと紛らわしいア
プリ名や，所定の文字数を超えたアプリ名は，
アプリ配信プラットフォームから登録が拒否さ
れることがある点１），２）も留意したい。

（2）アイコン
アプリとして需要者に提供する場合には，ス
マートフォン等端末のホーム画面上，あるいは
アプリ配信プラットフォーム上に表示されるア
プリのアイコンも作成することになるが，これ
もアプリ名と同様に，アプリを提供する前に商
標調査・出願の対象とする必要がある。
なぜなら，アイコンも需要者がアプリを購入
する際，アプリ配信プラットフォーム上に表示
され，アプリ名称やその略称と同様，自他商品
識別機能を発揮する場合があるからである。た
だし，近い将来デザイン変更が予定されている
ようなケースでは，あえて調査や商標登録しな

いという選択肢もあろう。
なお，アイコンが他社に委託されて制作され

るものである場合，これに関する知的財産権（特
に著作権）の帰属を確認しておくべきである。
特に，アイコンの著作権を自社に帰属させてお
くと，将来必要が生じた際の複製や変形等の運
用が容易になる。

（3）キャッチコピー
キャッチコピーであっても商標登録の対象と

なり得る。すなわち，特許庁が定める商標審査
基準では，その商品若しくは役務の宣伝広告又
は企業理念・経営方針等としてのみならず，造
語等としても認識できる場合は，自他商品識別
力を有するとされている。
したがって，自他商品識別力を発揮するよう

な語句からなるキャッチコピーの場合は，既に
第三者により同一又は類似の語句が商標登録さ
れている可能性があるため，商標調査を実施す
る必要がある。キャッチコピーを継続的に使用
する場合には，商標登録も検討すべきである。

（4）キャラクター
キャラクターも，特定の商品・役務と関連づ

けて使用する場合は，商標となり得る。したが
って，商標調査を実施し，必要に応じて商標登
録を行うことが安全である。
また，著作権侵害を回避する観点から，既存

のキャラクターを参考にしたか否か，創作者に
確認すべきである。キャラクターが他社に委託

図３　関係する商標のピックアップ

アプリケーション名

アイコン

キャッチコピー

キャラクター
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されて制作されるものである場合，ロゴと同様
に関連する知的財産権（特に著作権）の帰属を
明確にしておく必要がある。

2．4　調　　査

（1）調査による使用可能性，登録可能性の評価

これまで，アプリの名称やアイコンの出
願をしたことが無かった字派は，どの商
品・役務で調査・出願すれば良いか悩み，
改めてアプリ開発担当者に確認することに
した。
字派：「アプリでは健康アドバイスを提供
するだけですよね？」
アプリ開発担当者：「えっ，新規事業担当
から聞いてないですか？　アドバイスだけ
でなく，アプリから食品やサプリメントも
購入できるようになっているんです」
字派：「わかりました。これで検討してみ
ます」
（～後日～）
字派：「それじゃあ，『健康ファースト』は
……アプリはソフトウェアだから第９類
（ソフトウェア等の指定商品区分）。インタ
ーネットを通じてアプリでサービス提供を
するから第42類（ソフトウェアの提供等の
指定役務区分）も外せないかな……。「健
康アドバイス」という指定役務は基準上存
在しないけど，なんとなく似ている感じの
「健康管理に関する指導及び助言」の指定
役務が第44類の審査採用実績等にあるの
で，第44類も入れておこう。商品を購入で
きるようなことも言っていたから，念のた
め第35類（小売等役務の区分）も入れてお
こう。調査範囲としてはこれくらいかな」

商標には文字・ロゴなど様々な形態があり，
商標担当者は実際に使用する形態について商標

調査をする必要がある。調査時に最終的に使用
するロゴデザイン等が決定していない場合も実
際には多くあるが，その場合は標準的な文字態
様で事前に調査しておき，ロゴデザイン決定後
に必要に応じて追加調査しておくとすれば，少
なくとも称呼上類似関係にある先願・先登録商
標に対し，侵害を構成するリスクのある商標の
使用は早期に回避することができる。
なお，仮想事例では，仮称であるとはいえア

プリ名称の商標調査を実施せず，社外へ発表し
てしまっている。早急な調査の実施が必要であ
るが，仮に，先行する同一又は類似の商標があ
った場合には，商標権の侵害リスクとなり，名
称変更等の対応が必要となる可能性があること
を関係者に伝えておく必要がある。

（2）調査時の指定商品及び指定役務の選択
アプリを商品として見た場合，コンピュータ
プログラムを含む第９類が該当することから，
同区分を第一に検討する必要があろう。
また，役務区分である第42類も検討する必要
がある。例えば，アプリのアップデート等を行
う場合や，アプリを通じてインターネット上で
提供されるサービスと連動している等，アプリ
をサービスと連携して使用する場合である。
さらに，本事案のケースではサプリメントを
販売することから，商品の販売に関する情報の
提供を含む第35類の調査を検討する必要があろ
う。
その他アプリで取り扱う商品・役務に関する
区分についても，調査を検討する。例えば「健
康管理に関する指導及び助言」を行うアプリで
あれば，「健康管理に関する指導及び助言」を
包含する第44類の調査ということになる（図４
参照）。
社内で調査する場合にはさほど費用面の心配
はないものの，外部に調査を委託する場合や，
後述する出願を行う場合には，商品・役務区分
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の数が増えるほど，費用は増加することから，
新規事業の規模・予算に応じ，アプリ名称等の
対象商標について商品・役務をどこまで広げる
かは慎重に検討する必要がある。
仮に，商品・役務の区分数を縮減する必要が
あるのであれば，本件商標が使用されるケース
（いつ，どこで，どんな場面で使用されるか）
を確認し，商標的に使用する商品・役務を精査
したうえで，出願する商品・役務を決定する必
要がある。例えば，自社のアプリを配布する行
為のみであれば，他人のための労務または便益
に該当しないので「役務」にならず，第42類は
調査対象に含めなくてもよいかもしれない。

2．5　出　　願

（1）早期の出願による使用権確保

今回の仮想事例では，仮称であるとはいえア
プリ名称の出願の完了を待たず，プレスリリー
スされてしまっている。そのような場合，商標
制度には，特許制度と異なり，新規性の要件は
ないため，プレスリリースに記載された商標を
見た第三者が，その商標について出願・登録を
してしまう可能性がある。
このような第三者の出願・登録商標が自社に
よる使用の障害となるリスクを回避するために
も，調査の結果，障害となる同一又は類似の先
行商標が見つからなかった場合には，自社の使
用予定を確認の上，可能な限り迅速に出願手続
きを行う必要がある。

（2）拒絶理由通知への備え
出願をした後は，商標や指定商品・指定役務
の内容は極めて限定的な補正しかできない。ま
た，登録査定時の願書の記載がそのまま登録商
標の効力の範囲となるため，出願の際には，そ
れらの表記に注意しなければならない。特に，
調査の段階においては，類似群コードを利用し
た検索など当該事業に関連し得る商品・役務を
広く網羅して調査を進めることができるが，実
際の出願段階では指定商品・指定役務の表示を
明確に指定する。
関連しない商品・役務であっても不測の事態
を防ぐため，とりあえず調査時とほぼ同一の範
囲で権利化するといった手法も考えられるが，
運用（例えば，不使用取消審判が請求される場
合や，存続期間を更新する場合）において，真
に必要であったかの検討を出願時以上にしなけ
ればならない可能性があるため，必ずしも好ま
しいとは言えない。

認しておくように。ただ，分かっていると
は思うが，出願準備に時間をかけ過ぎない
ようにな」

字派は，『健康ファースト』について調
査を行ったが，先行する他社の登録商標は
発見されなかったため，調査時とほぼ同じ
範囲で出願をすることとし，その旨を上司
に相談することにした。
字派：「今回の新規事業に完全に適した指
定商品や指定役務のいい表記が浮かばない
のですが，どうしたらいいでしょうか」
上司：「拒絶理由通知が来るのに備えて，
過去の登録例を確認したほうがいいな。念
のため，商標の識別力や出願する商標も確

図４　調査・出願範囲の選定
（本事案の場合）
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指定商品・指定役務は，まず，類似商品・役
務審査基準に沿って記載することが好ましい
が，適切な表示が見つからない場合には，過去
の商標登録例を参考にしながら作業を進めると
よい。特に，まだ過去の商標登録例にない全く
新しい指定商品・指定役務を記載する際は，審
査段階で不明確な表示として商標法第６条第１
項又は第２項に係る拒絶理由通知を発せられた
ときに備える必要がある。具体的には，過去の
登録例を参照しつつ，丁寧に商品・役務の説明
を意見書で述べられるよう用意するのがよいだ
ろう。また，願書に指定商品・指定役務に係る
説明書を添付してもよい。必要に応じて，審査
官との面談や，物件提出書の提出も有益である。
海外展開の明確な計画がある場合には，該当
する国で通用するような指定商品・指定役務の
選択もあるだろう。

（3）ハウスマーク

出願を終えた字派は，その報告もかねて，
新規事業担当者に新規事業の今後の展開を
確認することにした。
字派：「アプリでの展開以外に何か予定さ
れていますか」
新規事業担当者：「これまでは食品会社の
一つだった当社が，全く新しい事業に参入
したイメージが消費者に伝わるよう，ハウ
スマークは積極的に広告に取り入れる予定
です」
字派：「……あ！　しまった！（新規事業
分野でのハウスマークの商標調査はやって
ない……）」
字派は，ハウスマークについて，出願商

標『健康ファースト』と同じ区分で調査した
が，幸いにも先行する商標登録はなかった。
字派：「ふー。危なかった。ハウスマーク
も出願しておこう」

新規事業にかかる商品・役務が，自社の保有
するハウスマーク（会社名をデザイン化したロ
ゴや社章といった営業標識）の登録商標の指定
商品・役務でカバーされているか否かを確認す
る必要がある。ハウスマークや社名などは，既
存事業で長年使用されていることが多く，事業
部門のみならず，商標担当者もハウスマークが
新規事業分野における指定商品・役務の範囲で
カバーされているかどうかの確認を忘れがちで
ある。また，新規事業の場合には，そもそもハ
ウスマークを使用するか否かを確認する必要も
ある（図５参照）。
もし，既存の商標登録でカバーされていない
場合には，新規事業分野において第三者が当該
ハウスマークに類似する商標権を所有している
可能性もあり得るため，商標調査・出願を行う。

2．6　使用時の注意点

字派は，次にハウスマークや商標の使用
方法について，広報部門や販促部門と検討
することにした。
字派：「今後，販促や広報活動においてハ
ウスマークを使用する際には，必ずガイド
ラインに従うようにしてください」
販促担当者：「ガイドラインについてよく
知らないので，後でしっかり目を通してお
きます！　トレドマ社との協業を積極的に
アピールしていく予定ですので，ご指導お

図５　ハウスマークの確認
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（1）ガイドライン
ハウスマークその他の商標について，ブラン
ドを視覚的に統一し効果的に訴求するための
「ガイドライン」を整備し，ロゴの形状・色・
フォント等の定義やその使用方法を詳細に規定
している企業も多い。
新規事業では，新しい部門・人員が主体とな
って事業活動を進めることも想定されるとこ
ろ，新しい部門・人員の場合，このようなガイ
ドラインに接した経験がないケースや，既存の
ガイドラインの内容を詳しく把握していないケ
ースも考えられる。
この場合，商標担当者は事業部門に既存のガ
イドラインの存在を周知し，その内容を丁寧に
説明することが求められる。また，新商品・サ
ービスの提供に伴い，新たなブランドを立ち上
げた場合には，そのブランドについてのガイド
ラインを策定するかどうかについても検討する
必要がある。
他社と協業する場合には，自社のプレスリリ
ース等に他社の商標を表示することや，反対に，
自社の商標が他社のプレスリリース等に表示さ
れることもある。各社において商標の使用方法
に関する方針等がある場合，それらの方針等が
両社で共有されていないと，商標の使用方法を
巡ってトラブルになりかねない。
新規事業の内容によっては，商標を表記する
媒体により表記方法が限定されるなど，既存の
ガイドラインをそのまま適用することが難しい
ケースもあると考えられる。この場合，ガイド
ライン管轄部門へ規定外の使用について許可を
得たり，ガイドラインの見直しが必要となった

りする場合もあるだろう。

（2）Ⓡマーク・TMマーク
Ⓡマークは，付された商標が登録商標である

ことを表すマークである。日本国内においては，
Ⓡマークを付すことが義務とはなっていない
が，付すことにより不特定多数に登録商標であ
ることをアピールすることができるというメリ
ットがある一方，登録になっていない商標に付
すと虚偽表示に該当する等のデメリットも存在
する。
新規事業を行う際には，自社の他の製品のⓇ

マークが付された商標を見て，同じようにⓇマ
ークを使用したいと新規事業担当者が希望する
ことがある。ただし，新規事業担当者が，Ⓡマ
ークの意味やメリット・デメリットを理解して
いるとは限らないので，法的な意味等をきちん
と説明すべきである（図６参照）。
特に，英語表記のカタログや包装材，ホーム

ページのⓇマークの表示には注意を払うべきで
ある。これは，日本語表記のカタログ等が海外
で使用される可能性は低いが，英語表記のカタ
ログ等が商標登録を行っていない国･地域で使
用されたとみなされた場合に，不当表示等の問
題を招く可能性があるためである。
また，商標登録に至る前に新規事業が開始さ
れる場合もあり得る。Ⓡマークは登録商標を意
味するため，Ⓡマークは商標登録後に使用開始
すべき点を広報担当者等に説明しておくべきで

願いします！」
広報担当者：「広報発表も迫っているので，
リリース案が出来上がったらⓇマークの使
い方等について相談させてください」

図６　使用方法の注意
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ある。場合によっては，商標登録前はTMマー
クを表示しておき，登録後にⓇマークへの表示
の切り替えを行うことも可能である。

2．7　他部門との連携

上司と共に部長へ今回の事件の顛末の報
告，再発防止策の提案を行った字派は，そ
の数日後，別件で訪れた販促部門で我が目
を疑った。販促担当者のデスク上に見慣れ
ない色のハウスマークが表示されたカタロ
グが置かれていたのである。
字派：「デスクの上に，ハウスマークが赤
色のカタログがあるように見えるのですが
……。当社のハウスマークは緑色ですよ
ね？」
販促担当者：「いい色でしょ！　トレドマ
社とのコラボですから赤色にしました！　
先方も大いに気に入ってくれまして！」
字派：「……。えーと，もう一度ガイドラ
インを説明させていただければ……」

新規事業では，関係部門が今までとは異なる
業務や未経験の業務を行うことがあるため，商
標の使用方法に関する検討・確認が看過されや
すい。
必要な商標の出願や権利化が完了した後であ

っても，今後の事態を想定した対応（カタログ
等への記載方法の確認や，これらについての決
裁ルート）を社内ルールとして設定し，関係部
門に運用を徹底させることが必要不可欠である。
例えば，販促活動，広報発表等はスケジュー

ルに間に合わせるため急いで準備が進められる
ことがある。このような場合，販促部門等が商
標の使用方法にまで気が回らず，ブランド管理
の問題が発生しやすくなるため，商標部門が率
先して他部門へ商標の使用・運用上の注意を促
し，気になった点があればすぐに商標部門に相

談するようにさせることが重要である。
商標部門が能動的に他部門へ働きかけること
により商標部門の業務が後手に回ることがなく
なり，結果的に新規事業のより円滑な立上げの
寄与に繋がると考える。

3 ．	おわりに

今回の検討（図７参照）では，ある商標担当
者に起こった事案を時系列でシーン毎にとりあ
げた。検討の過程では，業種及び新規ビジネス
の分野を幅広くカバーするため，本事案以上に
詳細な複数の仮想事例を挙げた上で留意点を検
討したが，いずれの仮想事例であっても留意点
はほぼ共通する内容であったため，本稿ではこ
れらを統合した内容とした。

また，今回の検討では，新規事業を対象とし
て検討しているが，既存事業の場合であっても
事業拡大等の観点から同様の注意が必要である
と言える。
理想を言えば，考えられるリスクに対して万

全を期すべきであろう。しかしながら，新規事
業特有の問題として，社内で情報が必ずしも潤
沢ではなかったり，体制や組織が統一化されて
いなかったり，担当者のリテラシーが十分でな
かったりすることが原因で，今回の仮想事例の
ように，適切な調査・出願等の対応がされる前
に，保護すべき商標が社外に公開されてしまう
という事態が発生し得る。

図７　仮想事例の全体
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社内における情報収集体制の構築や，情報収
集すべき内容の整理，また，それらの情報から，
どのように商標権を取得し，活用するかといっ
た戦略等を，商標部門と他部門が一体となって
準備・検討し，ルール化することで，問題発生
の防止，また，想定外の事態が発生した際にも
適切な行動に繋がると考える。
なお，本稿は，2017年度に商標委員会第１小
委員会で検討した結果をまとめている。メンバー
は，桜井智子（エーザイ），大倉正也（ヤマハ），
大黒菜々子（凸版印刷），宗形賢（ソフトバンク），
秋山智子（ソニー），大嶋恵（日本たばこ産業），
岡村宗悟（リコー），奥平悠太（楽天），喜多佳子
（大日本印刷），小糸繁之（日本ライフライン），
嵯峨由佳子（理研ビタミン），天目明利（グンゼ），
西村勇輔（三菱電機），二宮章（パナソニック
ヘルスケア）蜂谷徳子（富士通セミコンダクタ
ー），日野原晋（KADOKAWA），古川路子（パ
ナソニック），宮田晴郎（東日本旅客鉄道）で
ある。

注　記

 1） App Store審査ガイドライン，5.2 知的財産
  https://developer.apple.com/jp/app -store/

review/guidelines/
 2） アプリやゲームの提供元として世界で最も信頼

される存在になろう，なりすましと知的財産権
の侵害

  https://play.google.com/intl/ja/about/ip -
impersonation/
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